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第１章　調査概要

１－１　調査背景及び目的

（1）本調査の目的

　2003年７月27日に実施された1998年以来第３回目の総選挙において、カンボジア王国（以

下、「カンボジア」と記す）政府は、国際社会に選挙監視の協力を依頼したところ、我が国は

外務省主導にて日本政府選挙監視団を派遣（団長１名、民間６名、外務省４名、JICA２名、の

合計 13 名（本邦）、現地 13 名の総計 26 名）するに至った。

　本調査の目的は、外務省の要請に応じ、日本政府選挙監視団と同行し同調査団員として選挙

監視活動を行い、自由で公正な選挙の実施の確認を行うこと、及び JICA は 2003 年 10 月以降

の独立行政法人化を控え、新法人において「復興」という新たな使命が加わり、この分野に関

する知見・経験をこれまで以上に蓄積し、今後の事業に生かしていくことが望まれている観点

から、平和構築分野、そのなかでも、ガバナンスにおける今後の支援に対する提言を行うこと

である。

（2）本調査の背景

　カンボジアは、1990年初期から過去10年の間に平和の定着に向けて大きく前進を遂げ、1993年、

1998 年に引き続き、今回第３回目の総選挙の実施に至った。

　1991 年のパリ和平協定から国連カンボジア暫定統治機構（UNTAC）の撤退までの期間に

は、1993年５月に第１回総選挙が実施され、９月に新憲法が公布された。しかしながら、新内

閣は総選挙で第一党となったフンシンペック党、第二党カンボジア人民党（CPP）、少数党のソ

ン・サン派３政党による総与党体制の連立政権体制下、いずれも憲法改正などに必要な議席数

３分の２に満たないこともあって、フンシンペック党及びCPP両党の対立、主要政治家などの

追放、テロ、第三政党ソン・サン派の分裂などの政変が度重なり、政治不安定に陥った経緯が

ある。

　1998年７月に実施された第２回総選挙においては、CPPが過半数を占め、フン・セン首相に

よる一人首相体制となった。引き続きCPPとフンシンペック党の連立政権でありながらも、二

院制への移行などの大規模な改革の効果により、この期間のカンボジアの政情・治安は不安定

要素が引き続き存在しつつも比較的平穏であった。

　今回の総選挙は、2002年に実施されたコミューン選挙に引き続き、カンボジア人によって実

施される初めての総選挙であり、欧州連合（EU）をはじめとした国際社会は選挙監視団を派遣

し、カンボジアの選挙プロセスが自由かつ公平に遂行されることを監視するものである。
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１－２　団員構成・調査日程

（1）団員構成

（2）調査日程

　調査期間：2003 年７月 24 日（木）～７月 31 日（木）

　

１－３　調査の結果

（1）総　論

　本調査は、日本政府選挙監視団の活動として主にカンボジアの首都周辺の２つの州（コンポ

ントム州・タケオ州）で実施された。調査団員の行った各州における選挙監視活動の主な内容

は以下のとおりである。

氏　名 担当分野 所属先

１ 山根　雄一 協力計画 国際協力事業団アジア第一部インドシナ課　研修員

２ 倉岡　由紀 選挙支援 国際協力事業団企画評価部環境女性課　ジュニア専門員

日 順 月　日 曜 日 宿泊地

１ ７月24日 木 プノンペン

２ ７月25日 金 プノンペン

各州

３ ７月26日 土 （山根：タケオ州、

倉岡：コンポントム州）

４ ７月27日 日 各州（同上）

５ ７月28日 月 各州（同上）

６ ７月29日 火 プノンペン

７ ７月30日 水 －

８ ７月31日 木

行　　　程

11:00 成田発

15:30 バンコク着

16:30 バンコク発

17:45 プノンペン着

08:00 JICAカンボジア事務所表敬・ブリーフィング

13:00 アジア財団訪問

14:30 在カンボジア日本国大使館ブリーフィング

09:00 在カンボジア日本国大使館にて選挙キャンペーン

監視活動中間報告

14:00 各担当地域への移動、各地域の治安状況を視察、

Province及びコミューン（Commune）の選挙委員会

訪問、投票所などの状況確認

終日：投票日の選挙監視

終日：開票作業の監視

午前：開票結果や異議申し立て等の確認

午後：プノンペンに移動

14:30 最終報告会、解団式

18:50 プノンペン発

19:55 バンコク着

23:10 バンコク発

07:30 成田着
＊倉岡団員は、開票作業監視、異議申し立て状況確認後、７月28日中にプノンペンに移動。
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①　選挙前日（７月 26 日）

　投票に係る脅迫や票の売買など、選挙前日の政党による選挙キャンペーン活動が実施

されていないかの確認

②　選挙投票日（７月 27 日）

　選挙の運営及び管理の監視

③　開票日（７月 28 日）

　開票プロセスにおける不正の有無の確認

　本調査は、担当地域の各州の中心都市、その近郊、及び地方の選挙投票所平均 15 か所にて

監視を行った。日本政府選挙監視団の監視の結果、総論として、日本政府監視団が監視を行っ

た地域においては、選挙前、投票、開票のプロセスにおける、選挙結果全体の信頼性に影響を

与えるような、深刻な暴力活動、脅迫、不正な行為は見当たらなかった。また、投票者複数に

無作為方式で今回の選挙について質問したところ、おおむね前回の選挙よりも改善され、自由

であったとの報告が大多数からなされた１。

　

（2）カンボジアにおける選挙制度の把握・問題点

　選挙支援の主要分野における、主な見解は以下のとおりである。

1） 選挙組織及び選挙運営に関して

　国家選挙委員会の下、選挙管理事務所の体制及び選挙運営は各コミューンレベルまで

訓練されていた。選挙運営に関しては、都市部と地方部においてパフォーマンスの質に

若干の差は見られたが、全体として問題なく選挙が運営されていたという印象を受けた。

2） 選挙人登録及び選挙教育

　調査団員の活動地域及び日本政府選挙監視団員が選挙監視を行った地域では、選挙当

日に、選挙リストに登録されていないとの理由から投票できなかったケースが報告され

た。この件に関しては、選挙登録リストの不備、又は選挙登録申請等の選挙事前準備に

おいて情報が広く共有されていない地域が数か所あり、その結果、今回の選挙に参加で

きなかったのではないかと思われる。

3） その他

　過去の選挙支援から今回の第３回目の総選挙に至るまでに行われた選挙運営の技術協

力等の結果、カンボジア政府主導で選挙運営を実施していくことは可能と考えられる。

今後の更なる民主化の定着といった意味では、選挙人登録及び選挙教育等の課題に取り

組むことが肝要と思われる。

１　付属資料１．の出口調査結果を参照のこと。
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　また、これらの課題は、選挙に特化した課題としてとらえるよりもむしろ、低い識字

率や行政サービスの欠如等、カンボジアにおける都市部と地方部の格差是正などの課題

として、ガバナンス強化の観点から、地方行政強化等を通じて支援の可能性を検討する

ことが重要と思われる。
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第２章　カンボジア日本政府選挙監視団

２－１　概　要

（1）カンボジア王国国会議員選挙

　７月27日に実施されたカンボジア王国国会議員選挙は、1998年９月24日に招集された国会

の５年間の任期満了に先立ち、新国会議員を選出するために実施された。今回の総選挙は、国

連の関与（1993 年及び 1998 年）撤退後のカンボジアで第３回目の国会議員選挙であり、前年

の地方選挙に続き、自らで実施する２回目の選挙である。また、クメール・ルージュの完全崩

壊（1999 年）後、初の国会議員選挙でもある。

　今回の選挙においては、秘密投票によって州及び都市における比例代表制によって123名の

国会議員が選出され、政党・立候補者登録には 23 政党が登録し、約 634 万人の有権者が全国

１万 2,826 か所の投票所で投票を行った。

　選挙全般の管理は、国家選挙監視委員会（NEC：５名、ウム・スオスディ委員長）によって

実施された。選挙運営体制は、国家選挙委員会の下に、各州（特別市）の州選挙管理委員会

（PEC）、各コミューンのコミューン選挙管理委員会（CEC）及び各投票所の投票所委員会

（PSC）が設置されている。

　今回の総選挙に係る選挙監視支援活動に関しては、NECによると、242名の国際選挙監視

員及び２万 2,000 名の国内監視員による監視活動が行われた。我が国は、約 226 万米ドルを

国家選挙管理委員会（投票用具及び票の運搬のため）に、及び草の根無償資金としてNGOに

約13万6,000米ドルを拠出した。

（2）選挙支援とは

　公正な選挙・投票は、国民・市民が社会の意思決定過程に参加するための具体的な手段のひ

とつであり、当該国の民主化が進むための必須条件とされている。選挙監視の活動は、こうし

た選挙・投票の公正な執行を確保するために行われる監視、又は管理の活動である。

1） 選挙監視の活動の具体的内容

　選挙監視支援は、選挙実施に際して、自由公正な実施が確保されているかどうかを第

三者の立場から監視・検証・認定し、その監視結果を公表することで当該選挙が民意を

正しく反映した正当なものであると内外から信任を得られるよう支援することである。

選挙・投票の監視の主な業務は、各投票所、開票所において監視員が投票、集計作業に

立ち会い、報告することである。

　選挙監視の実施にあたっては、当該国の国内法と主権を尊重し、選挙プロセスには介

入せず、選挙実施国民とその文化に敬意を払うことが重要である。また、監視員の存在
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自体は、選挙当局者にとっては万が一、不正行為が行われる際の抑止力となることから、

民主的体制に移行する国における選挙監視支援の意義は大きい。

2） 選挙支援におけるドナーの取り組み

　国際社会による選挙支援は、植民地の独立や専制体制からの政治体制の移行のなかで、

当該国の民主化促進を目的とし、主に選挙運営、選挙監視、及び市民社会の強化などを

通じて行われている。1990年代に入り、国際社会における選挙支援は国連機関、米州機

構などの地域組織、国際NGO団体、及び二国間援助機関による技術協力など様々な形

態によって実施されている。

　我が国による選挙支援は、インドネシアやカンボジアをはじめとする外務省を通じた

日本政府選挙監視団派遣、インターバンドをはじめとする草の根支援、及びカンボジア、

インドネシア、ペルーを対象に JICAの研修（民主化支援）及び専門家派遣などの技術

協力が実施されている。
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（3）日本政府選挙監視団

　外務省が主導する日本政府選挙監視団は 1）の日程で派遣され、団員構成は 2）のとおりで

ある。

1） 派遣日程

日 順 月　日 曜 日 宿泊地

１ ７月20日 日 プノンペン

２ ７月21日 月 プノンペン

３ ７月22日 火 各　州

４ ７月23日 水 各　州

５ ７月24日 木 各　州

６ ７月25日 金 プノンペン

７ ７月26日 土 各　州

８ ７月27日 日 各　州

９ ７月28日 月 各　州

10 ７月29日 火 プノンペン

11 ７月30日 水 －

12 ７月31日 木

行　　　程

11:00 成田発

15:30 バンコク着

16:30 バンコク発

17:45 プノンペン着

結団式

在カンボジア日本国大使館によるブリーフィング・危機対策

説明

配置地域への展開

選挙監視活動開始

選挙キャンペーン監視活動

選挙キャンペーン監視活動

選挙キャンペーン監視活動

09:00 在カンボジア日本国大使館にて中間報告、配置地域

への移動、投票所などの状況確認

投票日の選挙監視

開票作業の監視

午前：開票結果や異議申し立て等の確認

午後：プノンペンへ移動

14:30 最終報告会、解団式

18:50 プノンペン発

19:55 バンコク着

23:10 バンコク発

07:30　成田着
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2） 団員構成

　

3） 展開地域

　展開地域は以下の９州で、各地域に２～３名が配置された。

　選挙キャンペーン期間中（７月21日～７月 25日）は、一部の地域については近隣の

２州の２チームが合同して移動し、同２州の選挙前の状況を監視する。キャンペーン終

了後から投票・開票日（７月26日～７月29日）までは各州１チームで州都内の投票所・

開票所を中心に監視する。なお、投票・開票日には、各州の選挙管理委員会から１名が

我が国の各監視チームに同行した。

氏　名 備　　　考

１ 今川　幸雄　 団長（元大使）、関東学園大学法学部教授

２ 岡本　貴美子 外務省大臣官房国際報道官室　外務事務官

３ 黒木　大輔　 外務省アジア大洋州局南東アジア第一課　課長補佐

４ 鳥越　志信　 外務省アジア大洋州局南東アジア第一課

５ 荻野　明之　 外務省アジア大洋州局南東アジア第一課

６ 池田　博次　 在カンボジア日本国大使館

７ 花園　千波　 在カンボジア日本国大使館　在外専門調査員

８ 大田　賢　　 在カンボジア日本国大使館

９ 水沢　文　　 在カンボジア日本国大使館　調査員

10 惟住　智明　 在カンボジア日本国大使館

11 力石　寿朗　 JICAカンボジア事務所　所長

12 田中　勲　　 JICAカンボジア事務所　所員

13 合澤　栄美　 JICAカンボジア事務所　協力隊調整員

14 倉岡　由紀　 JICA企画評価部環境女性課　ジュニア専門員

15 山根　雄一　 JICAアジア第一部インドシナ課　研修員

16 東　佳史　　 公募（本邦）

17 犬塚　利恵　 公募（本邦）

18 上杉　勇司　 公募（本邦）

19 坂野　一生　 公募（本邦）

20 帯刀　豊　　 公募（本邦）

21 藤原　幸恵　 公募（本邦）

22 朝倉　政子　 公募（カンボジア）

23 手林　佳正　 公募（カンボジア）

24 長林　明宏　 公募（カンボジア）

25 山崎　幸恵　 公募（カンボジア）

26 米倉　雪子　 公募（カンボジア）

団長１名、外務省４名、在カンボジア日本国大使館５名、JICA５名（本邦２名、
現地事務所３名）、公募11名（本邦６名、現地５名）、合計26名。
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（4）活動内容

　日本政府選挙監視団は、以下の活動を現地にて行った。

1） 選挙キャンペーン中

①　PEC、CEC の訪問

・治安状況及び発生事件の確認

・監視を望む地域・投票所の聴取

・各党の集会・行進の登録状況確認

・関係者連絡先の最終確認

②　各投票所の視察

・地理の把握

・投票日に監視する投票所の絞り込み

・選挙備品支給状況の確認

③　各党のキャンペーン状況

・選挙法等に反する違法行為の有無

④　カンボジア人・国内監視要員への聞き取り調査

・選挙プロセスの正当性への評価

・担当地域内外での不正行為についての情報の有無

⑤　他国の選挙監視団との情報交換

・現状分析・評価（治安・政治情勢等）

・投票日展開場所

展開州

①　プノンペン市

②　カンダール州

③　コンポンスプー州

④⑤*２タケオ州、

　カンポット州、ケップ市

⑥　コンポンチャム州

⑦　コンポントム州

⑧　シェムリアップ州

⑨　バッタンバン州

配置人員

今川団長*１、黒木*１、犬塚*１、荻野、花園、水沢、山崎

大田、藤原

田中、朝倉

山根、上杉

惟住、東、米倉

岡本、帯刀、長林

力石、倉岡

池田、合澤、手林

鳥越、坂野
*1　今川団長、犬塚団員、黒木団員は適宜展開州を視察し、監視状況を確認。
*2　④⑤地域は選挙キャンペーン中は合同で、選挙投票・開票時はタケオ州、
　  カンポット州・ケップ市の２班に分かれて監視活動を行った。
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⑥　本部への定時報告

・定時報告チェックリストに従い、状況を報告。

2） 投票・開票時

　以下のチェックリストに基づき、確認を行った。

位　　置

１．投票所は指定された場所に設置されていたか？

立会人と環境

２．投票所のスタッフ（全５名）は全員いたか？

３．政党代理人は立ち会っていたか？

４．国内監視要員は立ち会っていたか？

５．他の国際監視要員は立ち会っていたか？

６．投票所内に許可なく立ち入っている人がいたか？

７．投票所内で何らかの騒ぎや混乱を起こす人はいたか？

８．投票所内外で違法な政治的行為が報告、又は観察されたか？

９．投票所の安全区域内に許可されていない者が武器を持ち込むことがあったか？

10．投票所内外で脅迫行為が報告、又は観察されたか？

11．政党代理人や国内監視要員が何らかの不正を訴えることがあったか？

投票所の開場

12．投票所は時間どおりに（午前７時、又は15分以内の誤差で）開場されたか？

13．投票所の委員長は、投票箱を封印する前に、投票箱が空であることを立会人全員に見せたか？

14．所定の開場手続きに従って開場されたか？

投　　票

15．投票所はNECが指示した手順や規程に従って管理されていたか？

16．投票に不可欠な物品（選挙人名簿、投票用紙、投票箱、再投票防止塗布インク、仕切りが付い
　　た投票ブース、各種報告様式等）で欠けているものはあったか？

17．有権者登録票や証明書は、選挙人名簿により照合・確認されていたか？

18．当該投票所で有効な登録票を所持するものが投票を拒否されていたか？

19．有効な登録票を所持しない者が投票を許可されていたか？

20．選挙人に投票用紙が２枚配布されることがあったか？

21．秘密選挙を確保するための所定の措置が法に従ってとられていたか？

22．視覚障害者、身体障害者、識字能力のない者は規程に従って介助を受けていたか？

23．投票前に投票者は指の再投票防止用インクの痕跡の有無を正しく検査されていたか？

24．各投票者は、所定の規程に従って再投票防止用インクを正しく塗布していたか？

25．投票所は午後３時に閉場されたか？

26．投票所閉場時刻に並んでいる投票者はいたか？

27．列に並んでいた人は投票を許されていたか？

28．午後３時前に列に並んでいなかった人が投票を許されていたか？

チェックリスト
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　さらに、投票所出口において、以下の質問を不特定多数に行った。

①　自分の好きな政党に自分の考えで投票できましたか？

②　選挙期間中、暴力・脅迫・票の買収等に直面しましたか？

③　1998年の総選挙及び2002年のコミューン選挙と比較して、今回の2003年の選挙

の方が良いと思いましたか？ 良いと言えない場合の理由は何ですか？

２－２　日本政府選挙監視団活動結果

　2003 年７月 27日に発表されたカンボジア総選挙の暫定開票結果によると、フン・セン首相率

いる与党第一党のカンボジア人民党（CPP）が最多47％の票を獲得、野党サム・ランシー党が22％、

CPPと連立を組んでいた民族統一戦線が 21％を獲得した。CPPの獲得議席数は70強で、内閣の

承認に必要な下院の３分の２には届かない見通しとなった。

開　　票

29．開票は投票所で行われたか？

30．許可されていない者が開票所内に立ち会っていたか？

31．開票開始時に投票箱は封印されていたか？

32．投開票所の委員長は、開票開始前に投票用紙の合計数を立会人に報告したか？

33．投票箱の中にあった投票用紙の合計枚数は、選挙人名簿の投票者数と一致していたか？

34．投開票所の委員長は所定の規程に従って有効票と無効票を正しく判定していたか？

35．投票用紙は各政党別に正しく集計・記録されていたか？

36．投開票所の委員長は正しく開票記録用紙を作成していたか？

37．政党代理人や国内監視要員は、開票手続きを観察して各政党別に記録していたか？

38．開票結果は開票終了後に開票所の外に掲示されたか？

39．開票結果と投票用紙は、同日中にCEC（コミューン選挙管理委員会）に運送されたか？

40．開票手続きが暴力行為や脅迫によって阻害されたか？

投開票手続きの全体評価

訪問した投開票所の投開票手続き

41．優（Very Good）：不正や事件は全く観察ないし報告されなかった。

42．良（Good）：いくつかの不正や事件が観察ないし報告されたが、選挙全体の公正さに重大な影

　　響を与えるものではなかった。

43．平均的（Average）：たくさんの不正や事件が観察ないし報告されたが、選挙全体の公正さに重

　　大な影響を与えるものではなかった。

44．問題あり（Poor）：選挙全体の公正さに重大な影響を与えるような不正や事件が観察ないし報告

　　された。

45．非常に問題（Very Poor）：選挙結果を無意味にするほどの重大な影響を与える不正や事件が観

　　察ないし報告された。
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　選挙の投票及び開票のプロセスを監視した時点で、日本政府選挙監視団は、今回の総選挙の監

視結果として、「日本政府監視団が監視した地域・期間においては、選挙結果全体の信頼性に影

響を与えるような、深刻な暴力活動、脅迫、不正な行為は見当たらなかった。また、監視団は監

視した地域において投票者に今回選挙について質問したところ、おおむね前回選挙よりも改善さ

れ、自由であったとの返答が大多数を占めた。日本政府監視団としては、今回選挙がカンボジア

の民主化の一層の深化への道を開くものと考える」と発表した。
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第３章　カンボジアにおける平和構築の経緯と現状

３－１　カンボジアの和平過程２

（1）パリ和平協定

　カンボジアは、1970年３月のロン・ノルによるクーデター発生までは国王で国家元首であっ

たノロドム・シアヌーク殿下の中立政策の下に平和を保ってきたが、クーデター以降はアメリ

カ合衆国に支援されたロン・ノル政権、中華人民共和国に支援されたポル・ポト政権、ベトナ

ムに支援されたヘン・サムリン政権と武力による政権交代が続き、20年近くにわたって内戦状

態にあった。こうしたなか、1987年 12月にフランスで民主カンプチア連立政権の長であるシ

アヌーク殿下とヘン・サムリン政権のフン・セン首相が初めて和平の話し合いを行った。

　1998年からは国際的な枠組みのなかで話し合いが行われ、1991年 10月に「カンボジア紛争

の包括的な政治解決に関する協定」（パリ協定）がカンボジア最高国民評議会を含む19か国代

表によって署名された。　

　パリ協定により、カンボジアにおいて暫定的な期間（１年半）の統治機構として平和維持活

動（PKO）が開始された。主体は国連カンボジア暫定統治機構（UNTAC）であり、総勢２万

2,000 名による大規模なものであった。

（2）新政府の樹立（第１回目の総選挙）

　UNTACの下で1993年５月に制憲議会議員選挙が施行された。クメール・ルージュは選挙実

施に露骨な反対をしており、選挙自体をボイコットしたが、選挙は全般的に良好な雰囲気のな

か、クメール・ルージュによる脅迫や妨害もなく、90％以上の高投票率で実施された。

　選挙の結果、計 120 議席のうち、フンシンペック党が 58議席、カンボジア人民党（CPP）が

51議席、仏教自民党が10議席、その他が１議席を獲得し、120名による制憲議会が成立した。

　その後、制憲議会はパリ協定を踏まえた、民主主義と立憲君主制に基づく新しいカンボジア

王国憲法を起草採択し、1993 年９月 24 日に公布された。同日、カンボジア最高国民評議会議

長のシアヌーク殿下は再即位し、制憲議会はそのまま、国民議会に移行した。国王は同日、フ

ンシンペック党のノロドム・ラナリットを第一首相に、人民党のフン・センを第二首相に任命

した。UNTACは同日付で任務を終了した。カンボジアはこの時点において国連の暫定統治を

脱して再独立し、経済再建の面でも復旧から復興の段階に入った。

２　『カンボジア国別援助研究会報告書』（抜粋）、p.33～ 39、JICA国際総合研修所、2001年 10月
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（3）クメール・ルージュの非合法化

　クメール・ルージュは新政府成立後も各地で破壊活動を続け、1994 年に入るとクメール・

ルージュの支配地をめぐって王国政府軍と攻防を繰り返した。クメール・ルージュは外国人を

拉致・殺害するなどし、国際的な非難を浴びるようになり、情勢の悪化を憂慮したシアヌーク

国王の仲介によって政府側とクメール・ルージュとの間で会合がもたれたが効果はなく、結局

同年６月にクメール・ルージュは非合法化され、山中に追いやられた。

　一方で政府側では、ラナリット第一首相、フン・セン第二首相は発足後２年は順調な協調関

係にあったが、次回総選挙（1998 年）が近づくにつれて対立抗争が激しくなり、1997 年に入

ると、６月、第一首相警護隊と第二首相側近の警護隊との間で武力衝突が発生した。翌７月に

はプノンペンとその郊外でフン・セン第二首相が軍を投入してラナリット第一首相の軍に激し

い攻撃をかけるという軍事衝突が発生し、ラナリット第一首相は首相の座を追われた。

　ラナリットはフン・センがクーデターを起こしたと宣言するも、フン・センによるラナリッ

トの政治力及び軍事力剥奪がクーデターでなかったことはシアヌーク国王が認めている。

（4）大規模な政治改革の実施（第２回総選挙）

　1997 年にこのような政治情勢の激変に直面するも、1998 年７月にカンボジア人自身による

自由かつ公正な総選挙を施行することに成功した。選挙の結果、従来は第二党であったCPPが

122 議席中 64 議席を獲得して第一党になり、フンシンペック党は 43 議席を獲得し、第二党と

なった。フンシンペック党から分かれたサム・ランシー党が 15 議席を得て第三党となった。

投票及び開票が自由かつ公正に行われたことは、国内及び国際選挙監視グループ〔国連によっ

て調整され、欧州連合（EU）の主席監視員を長とし、500 名の国際監視員によって構成された

国際合同監視団、1,200 名のカンボジア人監視員によって構成されたカンボジア自由公正選挙

監視団を含む〕により全面的に確認された。

　フンシンペック党及びサム・ランシー党は選挙結果を認めようとせず、外国への呼びかけに

より、カンボジアの内政問題を再び国際化しようと試みたが成功しなかった。フンシンペック

党及びサム・ランシー党による選挙結果の受諾拒否による新たな紛争の発生をおそれたシア

ヌーク国王は、11 月選挙の勝者・敗者との間を仲介し、11月 30 日フン・セン１人を首相とし

て再び、CPP とフンシンペック党の連立新政府が発足し、政情は安定化に向かった。

　新政府発足後、シアヌーク国王は政治調整力の重みを増し、もともと政治に強いリーダー

シップを発揮してきたフン・セン首相の政治力は国王の信頼を得て更に確固たるものとなっ

た。ラナリットは国民議会議長となり、取りあえずフン・セン首相との確執は解消された。サ

ム・ランシー党の国政への影響力はほとんど消滅した。

　クメール・ルージュは1995年以来政府側への投降が続出していたが、1998年 12月には強硬
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派のキュウ・サンパン、ノンチアとその一味が投降した。既に第二の実力者であったイエン・

サリは 1996年８月に投降しており、ソン・サンは 1997 年７月ごろ、仲間内の権力闘争に破れ

て粛清され、最大実力者のポル・ポトも 1998 年４月に死亡しており、残る唯一のタカ派指導

者のタ・モクも逮捕拘禁された。このため、クメール・ルージュは事実上消滅し、王国政府の

支配が全土に及ぶようになった。

３－２　平和構築に係る近年の国際的な支援活動３

　1998年及び1999年において、外国援助の総額は共に４億米ドル台で推移しており、これは、国

内総生産（GDP）の約14～ 15％、１人当たりの年間援助受取額は44米ドル（途上国で66番目）

に達する。内戦で疲弊した国土の復興のために、農村開発（14.13％）、開発行政（12.83％）、運

輸交通インフラ（11.88％）分野への投入が多い。地理的には、首都プノンペンから南部カンポッ

ト州に至る回廊地帯に援助が比較的集中しており、他方、ベトナムに近い東部のモンドルキリ州

及びクラチエ州にはほとんど援助は投入されていない。北西の旧ポル・ポト派支配地域において

は、除隊兵士の社会復帰促進をめざした農村開発などが進められている。

　これまでの援助の特徴としては、内戦で破壊されたインフラ等の再建が急務であったことと、

カンボジア政府の受入れ能力の問題などにかんがみ、我が国の援助をはじめとして、施設・機材

やこれに付随するサービスを直接提供する援助が主流であったが、近年特に、カンボジア政府の

行政能力向上を中心としたガバナンス強化のための支援など、カンボジアの自立的発展に資する

援助への取り組みがこれまで以上に重視されてきている。

　2000年５月のパリにおける支援国会合（CG会合）では、「ガバナンスと経済改革」がテーマと

なったが、これは、1998年、第２回の国政選挙を曲がりなりにも成功させ、平和と安定について

自信を取り戻しつつあるカンボジア政府が経済的自立に向けて本格的な取り組みへの意気込みを

示しつつあることと機を一にしている。カンボジア政府の能力構築や経済社会諸制度の整備の必

要性は、これらを支える人材育成の必要性とともに、1991年の和平合意成立のころから久しく指

摘されてきたが、最近になってようやく、これらの問題群、すなわちガバナンスに関する諸課題

に対して、カンボジア政府もこれを支援する国際社会も、総じて問題意識を共有するようになっ

てきた。ただし、そのためのアプローチはドナーによって多様であり、例えば、世界銀行のよう

に、公的セクターや経済部門の非効率や不公正の実態を調査して、まず状況の把握に重点を置く

ものもあれば、フランスのように、刑法及び刑事訴訟法に関する法案をフランスの法制に依拠し

てフランス語で起草し、カンボジア政府にその採用を迫るようなものもある。そのなかで、国連

開発計画（UNDP）による地域復興のためのプロジェクト（Cambodian Area Rehabilitation and

３　事業戦略調査研究『平和構築』（抜粋）、JICA国際総合研修所、2001年４月
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Regeneration Project：CARERE）などは、地域住民に極めて近いレベルから社会制度の再構築を

図ろうとするものであり、カンボジア政府はもとより、多くのドナーにとっても参考とすべき見

本となっている。

　今後の援助課題のなかで、平和構築の関連で最も注目を集めているもののひとつが、軍属の動

員解除である。これは、世界銀行が調整役となって、向こう３か年で３万人の動員解除と社会復

帰を行うものである。既に１万5,000人を対象にプロジェクトが開始されている。この課題への

取り組みの成否は、今後のカンボジア社会の平和と安定に大きな影響を与えることになる。また、

地雷の問題については、カンボジア地雷対策センター（CMAC）に対する地雷除去活動の支援の

ほか、地雷埋設の可能性の高い危険地域を特定するための地図の作製や、被災者に対する救護・

社会復帰支援活動などが行われている。

３－３　平和構築に対する我が国の援助４

　我が国の援助は、二国間援助のうち圧倒的なシェアを占める。2000年の支出純額では、二国間

援助全体が２億4,200万米ドルであるのに対し、我が国の援助は１億600万米ドルと４割を超え

る５。また、政策面でも、1992年来、カンボジア復興閣僚会議やカンボジア復興国際委員会、支

援国会合や遺跡救済国際会議などにおいて常に主導的役割を果たしてきている。

　協力の分野に関しては、運輸交通、水、電気通信などのインフラの復旧・整備に対する支援が

多い。また、ASEAN諸国と協同して行っている「農村開発プロジェクト（いわゆる三角協力）」

や草の根無償資金協力による各地のWID（開発と女性）センター支援など、地域住民との直接の

かかわりを重視した協力も行われてきている。

　さらに、CMACやNGOに対する各種の支援や、民法及び民事訴訟法の法整備支援なども行っ

ている。特に、この法整備支援は、カンボジアの体制が極めて脆弱であるなど非常に困難な状況

のなかでの活動ではあるが、単に法案を策定することのみを目標とせずに、策定された法案がカ

ンボジアの社会において根付いていくために、同国の社会の実態に合った法案及び解説書等の策

定を企画し、可能な限り同国人の主体性を引き出すかたちで作業が進められようとしている。

　我が国援助の地理的展開に関しては、援助要員の安全確保の観点から厳しい制約が課されてき

ていた。1999年８月、活動可能地域のかなり大幅な緩和がなされたが、依然として、首都及び近

郊の７州並びにごく一部の地方都市等のみとされているため、今後予想される都市部と地方部に

おける貧富差拡大への対応として、より一層、地方部へ配慮した支援が望まれる。

４　事業戦略調査研究『平和構築』（抜粋）、JICA国際総合研修所、2001年４月
５　“Development cooperation report 2001”May2002, CDC, Cambodia
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第４章　今後の選挙支援のあり方について

４－１　対カンボジア民主化支援

　当該地域は、歴史的背景、経済発展の段階、社会、宗教、民族が多種多様であることから、選

挙等の制度についても、これらの多様性が大きな影響を与えているといえる。

　また、植民地化及び紛争を過去に経験しているカンボジアにおいては、1993 年、1998 年に引

き続き、今回が第３回目の総選挙であり、カンボジア人の手によって初めて実施される総選挙で

あった。選挙運営自体に格段目立った問題は指摘されなかったものの、選挙登録の未整備、村長

の介入など、より民主的な選挙の実施にあたって今後も継続して取り組むべき課題は、本調査団

のみならず欧州連合（EU）選挙監視団をはじめとする他の選挙監視団からも指摘された。

　このような状況の下、カンボジア同様に民主化に移行する国々の選挙制度及びそれらにおける

課題点を参考に、今後のカンボジアへの選挙支援を含め平和構築支援に関して、以下のとおり提

言を行う。

　（1）選挙制度に関して

　本調査団において不備が多く指摘されたのは、選挙登録の未登録のために投票ができない

ケースが見受けられたことである。選挙人名簿からの名義漏れなどにより投票ができなかった

ケースが多くの投票所で見られた。国家選挙監視委員会（NEC）によると、選挙登録リストの

名前漏れの確認等が不十分であったこと、また、宗教者を含め、そもそも選挙登録を行ってい

ない人も少数ながらいることが指摘された。

　また、過去に起こった内戦の結果、カンボジアの年齢層にはばらつきがあり、現在、成人に

達していない年齢層が多くを占め、今後選挙権取得者が急激に増加することが予想されること

や、経済発展とともに今後地方から都市への人口移動が予測されることもあり、この点に対応

した選挙登録システムの改善は、より公正な選挙の実施のために重要な課題といえる。

　今後の取り組みの一案として、選挙登録から名義が抹消された場合や名簿に不備があった場

合でも、一定の手続きの下に投票が可能となるシステムを確立するために、細やかな対応が必

要である。そのためには、地方行政が主体となって住民登録を末端までいきわたるよう整備す

るとともに、選挙の際に自動的に選挙人リストとして活用するなど、多目的な用途を考慮しつ

つ改善していくことが肝要に思われる。

　（2）市民教育に関して

　民主的な選挙の促進がめざすところは、政治プロセスへの参加を通じ、国民の意思を国政に

反映することであることから、民主的な体制、ここでいえば、選挙制度の構築のみでなく、カ
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ンボジアの民主化の向上に向けて、ガバナンス分野全般の強化が必要である。法整備が行わ

れ、基本的人権の尊重や政治的自由の保障等が制度的に確保されたのち、民主制度に対する市

民の信頼感が高まり、ルールとして定着するためにも、特に国家権力のバランスの改善、政府

の意識・能力の向上、利害調整メカニズムの構築、市民社会の強化などといった、民主的な制

度を形式にとどまることなく実質的なものに改善し、これら制度を機能させるシステムづくり

が引き続きカンボジアの課題と思われる。

　監視の際に指摘された村長の関与などは、村長の地位を利用した既得権益化や公正な選挙の

妨害をはじめとする過去の体制の負の遺産であることから、これらの改善（グッド・ガバナン

スの推進）や、教育水準の向上によって市民が民主的な手続きの意義に対する理解を深めるこ

とで解消されることが期待される。したがって、カンボジアのように、都市部と地方部におけ

る格差が存在する国においては、立法府への支援や行政支援と併せて、ターゲットを絞った市

民教育などの充実も、更なる民主化への理解を深めるためには重要な支援分野と考えられる。

また、国民の基本的人権として保護されるべき権利及びサービスを常に供給できる政府体制を

維持するには、行政システム、特に安定した財源の確保があってこそ可能であるため、行政支

援のなかでも、財政及び地方分権への支援も併せて重要と考えられる。

４－２　今後 JICAが実施する選挙支援に対する提言

　選挙支援は、ガバナンス支援の重点分野である民主化支援とひとつとしてとらえられ、JICAの

平和構築支援の枠組みのなかでも取り上げられている。最近の傾向として、パキスタンやインド

ネシアでの専門家派遣を通じた技術協力や、ペルーの国別特設集団研修等、JICAの選挙支援に対

する取り組みは広がってきている。今回の日本政府選挙監視団への本邦及び現地事務所からの参

加を通じ、今後の選挙支援に対して以下のとおり提言を行いたい。

（1）日本の選挙監視ミッションへの積極的参加

　日本政府の選挙監視団への JICA の参加は、特に復興後の選挙におけるオールジャパンの民

主化支援への取り組みとして有意義である。また、本部の平和構築支援担当事務局と地域部及

び現地 JICA 在外事務所の連携による取り組みは、平和構築分野における内部の連携業務の経

験を積む良い機会であり、人材育成の観点からも、選挙監視団への参加を通じ、選挙支援に関

する知識を構築できるといった面で専門性を磨くための機会であると思われる。

（2）短期間で実施できる民主化支援

　JICAでは、専門家派遣等を活用した選挙管理委員会などへの１年程度の技術協力が既に実施

されており、今後も引き続き技術協力及び民主化支援研修セミナーを重点的に行っていくこと
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に比較優位性がみられると思われる。しかしながら、紛争後の国における選挙支援の際には、

国連機関、又は地域連合等の主導の下で選挙支援が実施されるので、当該国政府の要請に応じ

て日本政府が選挙監視団を派遣する際は、これら国連機関、又は地域連合等と今後も協力して

いくことにより、早い段階からのガバナンス支援取り組みが期待できる。また、選挙監視活動

を通じ現地の状況を把握できることから、復興後の中長期的ガバナンス支援の構想を早い段階

から描くことも期待できる。

案件名 時　期 スキーム

国家選挙管理委員会顧問
1998年６月

個別専門家派遣事業
（2.5か月）

選挙支援
1997年 10月

国別特設研修（10名）
（1.0か月）

（参考）選挙支援分野における JICAの協力実績





付　属　資　料

１．プロジェクト形成調査団員監視活動結果

２．Law on Election of Members of the National Assembly

３．Manual

４．Observation Manual for Polling and Counting

５．内務省及び選挙監視NGO・国際長期選挙監視団による報告書（大使館より配布）

６．各国における選挙監視団派遣状況
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１．プロジェクト形成調査団員監視活動結果

【選挙監視業務日誌】（1）

2003 年７月 26 日

担当地域：タケオ州

監視員氏名：山根・上杉

１．本日の活動内容

（1）投票所の準備状況の監視

（2）選挙キャンペーン状況の確認

（3）投票状況監視の計画策定

（4）投票所の準備状況の確認

２．監視した投票所及び周辺の状況

（1）訪問した投票所においては、準備の遅れているところもあったが、おおむね準備状況は良

好。

（2）治安状況は特に問題なし。

３．国際・国内監視員・住民等からの情報

　特筆すべき点は特にない。

４．その他気づきの点

　投票所において、選挙管理委員に対していくつかの質問を行ったが、十分手続きを理解してい

る様子であった。

以　上
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【選挙監視業務日誌】（2）

2003 年７月 26 日

担当地域：コンポントム州

監視員氏名：力石・倉岡

１．本日の活動内容

（1）州選挙管理委員会（PEC）代表を訪問し、監視地区に関する打合せ、治安状況及び発生事件

等に関する情報収集を行った｡

（2）PECスタッフの案内の下、地理の把握・選挙準備状況の確認のため、投票所の視察を行った。

（3）選挙前日のキャンペーンの有無の確認のため、コンポントム州の町全体の視察を行った｡

２．監視した投票所及び周辺の状況

　視察を行った投票所及びその周辺は平穏であった。また、投票所の配置などの前準備は午後早

い段階で完了していた。

３．監視した各党のキャンペーンの様子

　選挙前日の政党によるキャンペーンは禁止されているため、不法にキャンペーンが実施されて

いるかどうかの視察を行ったが、キャンペーン活動は見当たらなかった｡

４．国際・国内監視員・住民等からの情報

　特記する事項なし。

５．その他気づきの点

　な　し

以　上
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【選挙監視業務日誌】（3）

2003 年７月 27 日

担当地域：タケオ州

監視員氏名：山根・上杉

１．本日の活動内容

　トムコック地域において投票状況の選挙監視活動を計18か所の投票所で実施。アングタッサム

投票所においては、投票開始・終了時においても選挙監視活動を行った。

２．監視した投票所及び周辺の状況

（1）監視活動で訪問した投票所においては、治安が著しく悪化しているところは全くなかった。

地域全般の治安状況も良好。

（2）１か所のみ、村長が投票所に長居したために若干の混乱があった模様。

３．国際・国内監視員・住民等からの情報

　選挙管理委員からは大きな問題は報告されなかった。ただし、各政党からは個別にクレームが

寄せられるケースが何件かあったため、コミューン選挙管理委員会へ伝達するよう助言した。

　住民に対して事前に用意した設問について質問したところ、すべての投票者が「公正・自由で

あった」と回答し、1998年・2003年からの変化については、ほとんどの投票者が「改善された」

と回答した。その理由としては、手続き等に係る情報が改善された点をあげていた。

４．その他気づきの点

　早朝に投票者が集中するため、いくつかの投票所で「投票所内に４人以内」という規則が守ら

れていないケースが見受けられた。

以　上
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【選挙監視業務日誌】（4）

2003 年７月 27 日

担当地域：コンポントム州

監視員氏名：力石・倉岡

１．本日の活動内容

　コンポントム州中心のコンポントムコミューンの投票所を中心に、都市部、郊外及び地方の投

票所を合わせて 15か所訪問した。監視を行ったすべての投票所の環境は平穏であった。

　コンポントムコミューンでは、投票所の開場及び閉場に立ち会い、選挙運営の準備と投票箱の

運搬までの一連のプロセスを監視した。開場の際に、投票スクリーン近くの窓が開いていて、秘

密投票の確保が難しく思われたので、選挙監理員に一部の窓を閉めることを提案した場面もあっ

たが、全体的に選挙運営は大変良く行われていた印象をもった｡

　地方では、学校のほかに集会場や寺院等が選挙投票所になっていた。配置及び運営は都市部同

様にしっかりと行われていた。ここで気づいた点としてあげられるのは、地方の投票所において

は住民に対する選挙監理員やスタッフの指導及び介入を必要とした場面が都市部より多かった点

である（投票の際の登録番号を把握していなかった等）。これは、地方における識字率の低さに

起因するように思われた｡

　そのほかに、投票所における必要以上の人数の同時入室、投票所前の行列の乱れなどが見られ

た投票所も若干あったが、選挙投票自体には影響はないように思われた｡

２．監視した投票所及び周辺の状況

　PEC 長官（Mr.Preng Savuth）から、以下３点が州の投票所の一部（選挙監視を行った政党エー

ジェント）から事務所へ報告があったと説明があった。

（1）政党のポスターが投票所に張ってあった投票所があった。

（2）警察の配置が投票所に近すぎて、投票の際プレッシャーとなった。

（3）村長が投票後に投票所の中に長居し、他の投票者にとってプレッシャーとなった。

３．国際・国内監視員・住民等からの情報

　同州で監視を行った欧州連合（EU）の選挙監視チームの感想は、当班の感想と同じであった。

以　上
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【選挙監視業務日誌】（5）

2003 年７月 28 日

担当地域：タケオ州

監視員氏名：山根・上杉

１．本日の活動内容

　アングタッサム開票所を中心に開票作業の監視を行った（ほか３か所を巡回）。

２．監視した投票所及び周辺の状況

　昨日と同様極めて平穏。各開票所には警備員が規程どおり配置されており、問題は少なかった

が以下の問題が発生した。

　10時20分ごろタケオ州のフンシンペック党候補者がIDカードを持たずに開票所内に入り込み、

開票作業に対するクレームを行った。同行の党員と思われる人物が許可なく開票所内でカメラ撮

影を行った（IDカード不所持）。フンシンペック党候補者はその後、開票所内から退出し、規程

の様式に基づいて異議申し立てを行い、それを踏まえてコミューン選挙管理委員会にて開票作業

の手順を一部変更した。

３．国際・国内監視員・住民等からの情報

　国際監視員との情報交換においても、深刻な不正や事件は生じていなかったとのことだった。

４．その他気づきの点

　農村部においては、特に混乱の様子は見受けられなかった。開票時の手続きを習熟していない

チームがいくつかあり、かなりの時間を要しているケースが見受けられた。また、無効票に係る

判断がチームによって異なるケースも一部見受けられた（ただし、政治的な意図は見受けられな

い）。

以　上
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【選挙監視業務日誌】（６）

2003 年７月 28 日

担当地域：コンポントム州

監視員氏名：力石・倉岡

１．本日の活動内容

　コンポントムコミューンの開票所（No.029）で開票作業を始終監視した。開票所の環境は平穏

であった。朝７時に開票作業を開始し、10 時 45 分に完了した。

　投票箱の封印の破損、票の不足はなく、全体票1,436票中13票が無効となった。無効票の内容

は、記入なし、複数投票、メッセージの記入などのほか､個人の署名が明記されていたものがあっ

た。無効票の判断の際には、政党エージェント及び現地選挙監視団体の代表も参加して、選挙監

理員によって問題なく判断が下された｡　

　同開票所における投票結果は、有効投票数1,423のうち①カンボジア人民党814票、②サム・レ

ソシー党、③ 436 票、フンシソペック 124 票、④諸派 49 票だった。

２．監視した投票所及び周辺の状況

　コンポントムコミューンの開票作業はかなり早く終了したが、コンポントム州全体の作業の完

了時間には差があり、多くの開票所は午後遅くまで時間を要した。午後にPEC事務所を訪問した

際には、開票作業で特記すべき問題は報告されていないとのことだった。

　投票率は約 80％（登録数 30万 588 人中投票数 23万 9,563 人）とのことだった。

３．国際・国内監視員・住民等からの情報

　EUの監視団が監視した開票所（カンポンクラバウコミューン）の作業もまた、問題なく完了

したとのことだった。

以　上
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出口調査結果

１． 調査方法

　コンポントム州、タケオ州のうち、視察を行った投票所から無作為方式で以下の３つの質問を

投票所の出口で行った｡回答者の総数は 68 名。

２． 調査の結果は以下のとおりである。

３． 分　析

　総論として、監視した地域・期間においては暴力、脅迫、票の買収などの違法行為は見られず、

自由かつ公正なプロセスの下で選挙が実施されていた。監視した投票所の状況を参考にすると、

今回の選挙運営・管理には問題点が見られず、投票所での待ち時間に関しては特に問題はなかっ

たと思われる。

以　上

問 い

１

２

３

質問事項

自分の支持する政党へ投票しましたか。

選挙期間中、暴力、脅迫、票の買収などに直面しましたか。もし直面した場合、以下のど
れですか。
　ア．暴力、イ．脅迫、ウ．票の買収、エ．その他

1998年の総選挙及び2002年のコミューン選挙と比較して、今回の2003年選挙の方が良い
ですか。もし、良いといえない場合の理由は以下のどれに該当しますか。
　ア．暴力、イ．脅迫、ウ．票の買収、エ．その他

問 い は い いいえ 理　　　由

１ 50 00

２ 00 50

３ 49 01 投票までの待ち時間が前回より長かったから。

（コンポントム州）（男性 20 名、女性 30名）

問 い は い いいえ 理　　　由

１ 15 00

２ 00 15

３ 11 04

（タケオ州）（男性７名、女性８名）
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